
地域環境資源（木質バイオマス）
の利活用による内生的地域間
格差縮小の効果に関する研究
地域間産業連関表の拡張による新たなアプローチ

1)

中村 良平・石川 良文・松本 明

本稿の目的は，地方（圏）が地域固有の資源を活用して経済格

差を縮小できる方法として，木質バイオマス資源等の環境資源

の利活用に着目し，その生産，移出，CO2クレジット化によ

って生じる格差是正効果を把握する新たなアプローチを提示

し，それを実証することにある．具体的には，環境関連部門を

新たに設定することで地域間産業連関表を拡張し，地域間格差

是正効果を分析する方法論を提示する．また分析例として，大

阪府と中四国の木質バイオマス燃料生産による生産効果，バイ

オマスを活用することでのCO2削減効果，さらにCO2クレジ

ット創出から域外への販売効果によって，どの程度格差是正に

貢献できるかを定量的に検証し，その政策的含意を述べる．

1．はじめに

これまで我が国において地域間格差を是正す

る政策とは，地方への工場分散，公共投資の傾

斜配分といった地域にとっては外生的なものが

中心であった．しかし，長期にわたる景気低迷

による税収の落ち込みによって，これまで地方

経済を底支えしてきた地方交付税などによる財

政移転が多く望めないことや長引く円高経済に

よる工場の海外への移転等を考えると，地域に

とっては地域自らの資源を活かすという意味で

の内生的な格差解決策が必要になってくる．そ

の 1 つとして，近年の CO2削減を目指した環
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境政策は，結果的に地域格差の内生的な解消を

もたらす可能性を秘めている．環境資源（自然

環境等の地域資源）の賦存において，地方圏は

都市圏よりも比較優位にあるからである．

地域資源には，自然資源や人的資源などがあ

る．地方が大都市圏に対して比較優位なもの

は，当然のことながら森林資源，水産資源，土

地資源といった自然資源（これを環境資源と定

義する）である．こういった地方にとっての比

較優位な環境資源を活用して，都市圏との間で

財やサービスをやりとりすることで大都市圏と

の格差を縮小することができる．

たとえば，森林資源の豊富な地方では，CO2

削減に資するバイオマス燃料を生産できる環境

にある．しかしながら，地方圏で産業振興をし

ようとしても，しばしば民間資金が不足がちで

あり，また収益性のある投資機会も少ない．他

方，大都市では域際収支は黒字で，かつ投資機

会はあるものの，企業集積とそのオフィス活動

から排出される大量の CO2を，活動水準を維

持しつつ大きく削減することは容易ではない．

こういった場合に，例えば，大都市が地方の環

境対策に投資し，そこから得られた CO2削減

量を環境価値化（CO2クレジット化）し，都市

部に売却（あるいは移転）するといった方策が

考えられる．これは，地方が地域の資源を生か

した他力依存ではない内生的な格差是正といえ

る．このような大都市と地方との間での内生的

な格差是正のイメージを描いたのが図 1 であ

る．

本研究は，①地域の環境資源（特に，典型的

な資源として木質バイオマス）の活用がもたら

す地域経済への効果に着目している点，②従来

型の地域産業連関表を，環境関連部門を内生部

門として設定した地域間産業連関表として拡張

した点，③既存の産業連関表及び統計データを

最大限利用しつつ，環境部門についてはサーベ

イ法によるハイブリッドアプローチにより環境

分析用拡張地域間産業連関表の作成・分析を行

っている点，④地方自治体の環境施策を評価で

きる分析方法論を検討している点，⑤都市圏と

地方圏の地域間を対象とした分析を行っている

点等に特徴があるといえる．

この様な視点を総合的に取り込んだ既存研究

は，我々の知る範囲ではほとんど見当たらな

い．バイオマス燃料については，Radetski

（1997）が，バイオマス燃料の経済性に関して

展望している．バイオマス燃料に係わる外部費

用は化石燃料に比べて高いという研究例を紹介

し，データ分析の蓄積の必要性を提唱してい

る．また，最近では，Schneider and McCarl

（2003）が GHG 排出量削減のためのバイオマ

ス燃料の経済的可能性について評価を与えてい

る．

バイオマス燃料を利用することの地域経済効

果についての研究ということであれば，

Madlener and Koller（2007）や Perez-Verdin

et al.（2008）に よ る も の が あ る．Perez-

Verdin et al.（2008）は，ミシシッピーにおけ

る廃材利用などによる木質バイオマス燃料の経

済効果を，計量モデルを使って計測している．

その結果，付加価値面でも雇用面においても十
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分に期待される効果があるとしている．

Madlener and Koller（2007）は，オーストリ

アの 1つの小さな州においてバイオマス燃料を

地域暖房システムに活用したときの投資効果や

所得効果について推定したものである．しか

し，地域産業連関表は作成しておらず全国表か

らの類推で推計を行っている．

環境の産業連関分析を地域レベルで適用した

ものは数多い．例えば，Su and Ang（2010）

は，中国全土ではなく空間的に分割した地域に

おける交易に体現化された CO2排出を分析し

て，地域的なとらえ方の重要性を指摘してい

る．また McGregor et al.（2008）は，スコッ

トランドと他 UK の 2 地域間産業連関モデル

で CO2のスピルオーバー効果を分析している．

同様に，石川（2001）は愛知県とその他全国の

2地域間産業連関モデルを開発し，CO2，SOX，

NOXの排出構造を分析している．その他にも

江藤ら（2011）や居城（2011）などのように地

域間産業連関表により環境影響を分析する研究

は近年多く見られる．しかしながら，我々が具

体的に提案し分析をするような新しい環境関連

部門を内生部門に組み込んだ地域間産業連関表

を構築し，それを用いて新たな環境改善スキー

ムの地域経済効果を見いだすというフレームに

は至っていない．

産業連関表の環境関連部門の展開を行ってい

る研究としては，松本・本藤（2010）がある．

太陽光発電・風力発電を対象に，関連部門を新

設・分割した産業連関表を作成している．しか

しながら，同研究では，2005 年の全国産業連

関表（総務省）をベースに，太陽光発電・風力

発電が導入されることによる全国ベースでの雇

用効果を分析するものであり，本研究が意図し

ているような地域レベルは対象としていない．

地域レベルの産業連関表作成・分析に関する先

行研究としては，ノンサーベイ法を用いたもの

として日吉他（2004），サーベイ法を用いたも

のとして，中沢（2002）らがあるが，環境部門

を対象とした部門創設等は行っていない．地域

レベルでサーベイ法を用いた環境部門へ展開し

た産業連関表の作成・分析事例としては，中村

他（2008）があり，岡山県真庭市を対象に，サ

ーベイ法を用いて環境部門を展開した小地域の

バイオマス事業の経済効果等を分析している

が，対象地域外との地域間連携を対象とした分

析は行っていない．地方自治体の環境施策を評

価している事例としては，中野（2007）があ

り，太陽光発電への補助制度が太陽光発電装置

への市場拡大や CO2排出削減にいかに貢献し

たかを評価しているが，地域経済という視点で

の分析は行われていない．

先行研究は，上述①〜⑤の各点についてそれ

ぞれ研究を進めている．本研究は，これらの点

を統合的に取り扱っているところに一つの先進

性があり，また同時に CO2クレジット部門を

含めた環境関連産業を組込み新たな地域間産業

連関表を構築することによってシミュレーショ

ンを実施しているところに独創性があると思わ

れる．

2．環境投資による地域間格差是

正のモデル

2.1 考え方

図 1でも示したように，地方と大都市域の間

に様々な地域間格差が存在する中で，地方自ら

が有している環境資源（森林資源等）や環境補

助財（間接的に CO2削減に寄与する木質バイ

オマス燃料等）を活用することで環境改善に貢

献すると同時に，それが地域の経済振興に結び

ついて地域間所得格差の縮小につながる．

地方にとっては，地域の環境資源を使って

CO2を削減し，その削減分を CO2クレジットと

して大都市の企業に販売することで域外マネー

を獲得することができる．また環境補助財を生

産して，それを域外に出荷する（移出する）こ

とでの域外マネーの獲得や自地域内でそれを利

用することで石油資源からの移入代替を生み出

し，所得循環効果を生み出すこともできる．

このような経済活動の効果をとらえるに当た
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って，我々のとるアプローチは地域間産業連関

表によるモデル分析である．これまで地方にお

ける経済活性化策として主張された多くのもの

は道路や空港などの公共事業や様々なイベント

事業であり，そのフローの効果を産業連関分析

により分析することが多かった．しかし，いく

ら公共事業を実施しても地域の産業間の連関構

造，移入構造が変わらないような状況では，地

域経済は浮揚しない．それは，そもそも構造自

体に問題があるからである．そこで我々は，環

境投資によって地域の産業連関構造が変わるも

のとして産業連関表を再構築し，それに基づい

たさまざまな政策シミュレーションを実施する

ことによって，地域間格差是正の効果を検討す

る．

2.2 環境投資の地域経済効果

地方部の中小企業や自治体等が CO2削減や

吸収のための環境対策を実施することによる地

域経済への効果としては，まず，環境対策に伴

う民間設備投資あるいは公的支出に対する「乗

数効果」がある．それに加えて持続的な効果と

して，次の 2点がある．

まず，エネルギー代替による「域内循環効

果」である．これは，環境対策実施に伴い化石

燃料が域内の自然エネルギーに代替され，石油

製品などの移入減少により域外に流出していた

所得が地域内にとどまるため域内所得が増加す

る効果である．

2 番目は，「移出効果」である．例えば，木

質バイオマス燃料を域外に販売することで域外

からマネーを獲得することになる．これは当該

地域にとっては新たな移出産業を意味し，当該

財の移出需要は地域所得を増加させることにつ

ながる．これは，後述のクレジット移出効果と

の関係で，直接的な移出効果と定義する．さら

に，環境対策実施に伴い発生する CO2クレジ

ットを取得し，それを都市部の大企業や自治体

に CO2クレジットとして売却することで域外

マネーを獲得することができる間接的な移出効

果がある．

2.3 産業連関表の部門拡張

まず地方部において，地域資源を活用して木

質バイオマス等の環境補助財を生産する「環境

産業部門」を想定する．具体的には，木質バイ

オマス（チップ，ペレット）燃料の製造事業者

等を考える．

次に，環境産業部門から生産された環境補助

財を需要することにより CO2削減対策を実施

する事業者等が考えられる．例えば，農業事業

者が，ハウス栽培用のボイラ燃料を重油から木

質バイオマス燃料へと転換する場合，CO2削減

に伴うクレジットは当該事業者により創出され

たものとみなされる．ここで環境補助財の活用

に伴い「CO2クレジット」が創出される．この

CO2クレジットは，環境補助財を需要する事業

者が本来生産する財とは別の「新たなサービス

財」として捉えることができる．CO2クレジッ

トを創出する活動については，産業連関表のア

クティビティ・ベースの原則に従い新たな独立

部門として「CO2クレジット創出部門」を想定

する．次に，CO2クレジット創出部門の投入構

成について考える．木質バイオマス燃料そのも

のは，各部門の生産物（先の例では，ハウス栽

培農産物）を産出するための投入であると考

え，各部門の投入構造において計上し，CO2ク

レジット創出部門の投入物としては，カウント

しない．一方，CO2クレジットを創出するため

に，明らかに追加的に必要となる費用として

は，CO2クレジット認証・検証等に係る費用が

あるため，このようなサービス（CO2クレジッ

ト・サービス）を受けるための費用を計上す

る．

CO2クレジット創出部門で産出された「CO2

クレジット」は，その生産過程や算定方法が妥

当かどうかについて，国から認定された第 3者

機関等から検証・認証を受ける必要がある．ま

た CO2クレジット創出における CO2削減量算

定や申請書類作成，売却先確保といった各種支

援を実施するオフセット・プロバイダー等のよ

うなサービスも考えられる．このようなサービ
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スを提供する部門を「CO2クレジット・サービ

ス部門」として想定する．

上記より創出された CO2クレジットは，国

等の公的な認証・登録システムを通じて，域外

の都市部に売却（移出）されることにより域外

から資金が流入し，地域活性化や格差是正に資

することとなる．本研究では，これらの「CO2

クレジット創出部門」「CO2クレジット・サー

ビス部門」を，新たに創設し，部門として拡張

した産業連関表を用いて分析を行う．この際，

「CO2クレジット創出部門」は，「CO2クレジッ

ト・サービス部門」から CO2クレジットを創

出するための各種サービス（CO2削減プロジェ

クトの企画・実施・管理・営業・販売，CO2ク

レジットの検証等）を投入（購入）し，CO2ク

レジットという新たなサービス財を生産する産

業部門と考える．このとき，CO2クレジット創

出部門の主体としては，以下に示す二つのパタ

ーンが考えられる．一つは，各産業における事

業者の内部において，CO2クレジット創出に資

する活動を担うセクション（例えば，事業者の

環境保全対策担当部課等）が主体となる場合で

ある．これらのセクションは，実態としては環

境補助財を需要する各事業者の活動に内包され

ているが，活動ベースでみると，CO2クレジッ

ト創出のための新たな業務内容（及び，それに

伴う人件費等の投入）が発生していると考えら

れることから，本研究では CO2クレジット創

出を担う仮想的な主体として想定するものとす

る．もうひとつは，将来的にオフセット・クレ

ジットの創出が拡大した際に，各事業者が

CO2クレジット創出のための追加的な業務や人

件費を担うのではなく，地域の専門事業者が創

出に係る各種業務を一手に引き受ける場合が想

定される．現状のオフセット・クレジット制度

は，先進的な取り組み企業が率先して実施して

いる．このような企業は，CO2クレジットの取

りまとめや，売り手と買い手のマッチングの掘

り起こし，取引に関する資料作成等を行う人

材・能力等が十分にあるため，検証サービスの

みを第 3 者機関から購入し，自ら CO2クレジ

ットを売却する能力を持つ．一方で，今後増加

が予想される地方部における農業者等から創出

される小口クレジットについては，上記のよう

な CO2クレジットの創出に係る人材・能力が

不足していることが課題とされている．そこ

で，地域で生産される CO2クレジットを取り

まとめ，大都市に売却する際の一連の諸機能，

例えば，CO2クレジットの仕入・売却（営

業）・ブランド化等に係る人件費を投入し付加

価値を付けて都市部に売却するといった各種機

能を担う取りまとめ役が必要となる．この場

合，このような役割を担う事業主体が形成する

新たな産業として，「CO2クレジット・サービ

ス部門」が想定される．なお，いずれの場合で

も，CO2クレジットは新しい種類の「生産財」

として取り扱っているが，これは，クレジット

創出に関わる新たな産業（オフセット・プロバ

イダー等）が，地域の新たなサービス産業とし

て形成されることで，更なる地域活性化に資す

るという視点を考慮に入れてのことである．

この際，創出された CO2クレジットは，CO2

削減の必要性の高い都市部（域外）へ移出され

ることにより，地方部は域外から新たな資金を

得ることができる．この新たに得た資金は，

CO2クレジット創出部門の粗付加価値となると

ともに，同部門にサービスを投入する CO2ク

レジット・サービス部門に対して生産波及効果

をもたらす．また，粗付加価値増加分の一部

は，地域の消費を通じた二次波及効果をもたら

す．

まず，環境産業部門(A)については，域内の

各産業（i=1,⋯, n）から原材料・サービス

（x）を投入し環境補助財を生産する．また，

そこでの生産物は，各産業（i=1,⋯, n）で需

要（x）される．

表 1 に産業連関表での環境関連部門の取扱イ

メージを示している．

次に CO2クレジット創出部門(B)の CO2クレ

ジットに関しては，CO2クレジット・サービス

部門からの検証サービスの投入（x）によっ

て CO2クレジットを創り出し，それを域外に
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移出（販売）することになる．ここで，CO2ク

レジット創出部門(B)への投入は，CO2クレジ

ット創出のために追加的に投入されるサービス

のみを想定している．

最後に CO2クレジット・サービス(C)につい

ては，第 1〜3 次産業からのサービスx~x

を投入し，先にあげた CO2クレジット創出部

門へサービス提供すると想定している．

この際，CO2クレジット創出部門の粗付加価

値構造，及び CO2クレジット・サービス部門

の投入構造，粗付加価値構造は，オフセット・

プロバイダーへのヒアリング等を参考に，「そ

の他の対事業所サービス」と同様のものを想定

している．

3．環境関連部門を組み込んだ拡

張地域間産業連関表の作成

3.1 拡張地域間産業連関表作成の手

順

2000 年大阪府地域間産業連関表（3地域表；

大阪府，他近畿，他全国）」を基に，以下の手

順により作成した．なお本研究では，環境財や

CO2クレジットの取引は，大都市と地方圏（複

数地方部）との取引が想定されることから，大

阪府が一つの地域単位として独立している大阪

府作成の地域間産業連関表をベースに地域間表

を作成した．

①既存表の延長

2000 年大阪府地域間産業連関表（3地域表；

大阪府，他近畿，他全国）」を延長し，2007年

大阪府地域間産業連関表（3 地域表）」を作成

した．

具体的には，各種統計資料より産業毎の伸び

率，投入係数の各要素の変化率，生産額伸び

率，地域間等入割合の伸び率等を求めること等

により，生産額・中間投入額の 2007年値を推

計し，延長表を作成した．

②大阪府・中四国地域間産業連関表（4 地域

表）の作成

対象地域として，大都市部である大阪府と木

質バイオマス資源の賦存量が豊富な中四国を選

定し，この両地域間でのやり取りが表現できる

よう，上述①の延長表の「他全国」を「中四

国」「他全国」に分割し，2007年近畿・中四国

地域間産業連関表（4 地域表）を作成した．具

体的には，各種資料より近畿外の生産額を中四

国と他全国に比例配分すること等により，3 地

域（大阪府・他近畿・他全国）を 4地域（大阪

府・他近畿・中四国・他全国）に展開した．

この際，地域間交易については以下のように
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表 1 産業連関表での環境部門の取り扱い

第
一
次
産
業

第
二
次
産
業

第
三
次
産
業

環
境
産
業

ク
レ
ジ
ッ
ト
創
出

ク
レ
ジ
ッ
ト
サ
ー
ビ
ス

最
終
需
要

移
出

移
入

生
産
額

1 2 3 A B C

第一次産業 1 x x x x 0 x F E M Q

第二次産業 2 x x x x 0 x F E M Q

第三次産業 3 x x x x 0 x F E M Q

環境産業 A x x x 0 0 0 0 0 0 Q

クレジット創出 B 0 0 0 0 0 0 0 E 0 Q

クレジットサービス C 0 0 0 0 x 0 0 0 0 Q

粗付加価値 V V V V V V

生産額 Q Q Q Q Q Q



推計した．まず生産額，輸出入額については，

各種統計資料の生産額，出荷額等を参考にコン

バータを用いて，上述①の延長表の近畿外の生

産額を中四国と他全国に比例配分することによ

り算出した．次に，中間投入額については，延

長表の近畿外関連の中間投入額を中四国と他全

国の生産額の比で両地域に案分し，中四国・他

全国関連の中間投入額を推計した．粗付加価値

額については，延長表の近畿外の付加価値比率

を，平成 17年度全国地域間産業連関表におけ

る中四国と他全国の比率等に応じて推計した．

ただし，製造業部門においては工業統計から把

握できる製造品出荷額と粗付加価値額と給与所

得額の比率を用いて推計した．また一部サービ

ス業についてもサービス業基本調査の経費総額

と給与支給総額を用いて推計した．最終需要額

については，延長表の近畿外の最終需要額に，

中四国と他全国の地域間比率を乗じて推計し

た．投入側からみた地域間比率は，生産額の比

率と同等と想定した．需要側から見た地域間比

率は，各最終需要部門に類する各種統計データ

を用いて算出した．データとしては，平成 17

年度全国・地域産業連関表を用いた．

③環境産業分析用 地域間産業連関表（4 地域

表）の作成

上述②で作成した地域間表に環境関連部門を

組込み，2007 年版の「近畿・中四国環境産業

分析用地域間産業連関表（4 地域表で環境産業

部門を含んで 133 部門）」を作成した．

3.2 既存表の延長

(1)生産額の推計

各種資料の生産額，出荷額等を参考に，産業

毎に伸び率を求め，それを 2000 年ベースの生

産額に乗じることにより推計した．生産額等の

伸び率については，可能な限り地域性を反映す

る指標を想定するものとし，困難な場合は全国

表の伸び率を使用するものとした．

(2)中間投入額の推計

2000 年全国基本表と 2007年全国簡易延長表

を用いて算出した投入係数の各要素の変化率，

及び，2000 年大阪府地域間産業連関表（取引

基本表）の中間投入額，及び物流センサスを用

いて算出した地域間投入割合の伸び率を用いて

推計した．

(3)粗付加価値額の推計

各産業の粗付加価値については，まず総計

を，生産額と中間投入額の差として推計し内訳

については，粗付加価値額（2000 年）に，全

国表での粗付加価値率の伸び率，生産額の伸び

率で乗じた値を初期値とし，総計と合致するよ

うに調整した．

(4)最終需要額の推計

家計外消費支出については，粗付加価値の部

門の行和を列和とし，それ以外の部門について

は，全国表の伸び率を用いて推計した．

(5)輸出額・輸入額の推計

全国表における産業別の生産額の伸び率，お

よび生産額 1 単位当たりの輸出・入額の伸び率

を乗じることにより推計した．

3.3 大阪府・中四国地域間産業連関

表（4地域表）の作成

(1)生産額・輸出額・輸入額の推計

各種資料の生産額，出荷額等を参考にコンバ

ータを用いて，2007年大阪府地域間産業連関

表（延長表）の近畿外の生産額を中四国と他全

国に比例配分することにより導出した．

(2)中間投入額の推計

2007 年大阪府地域間産業連関表（延長表）

の近畿外関連の中間投入額を，上記(1)で求め

た中四国と他全国の生産額の比で両地域に案分

し，中四国・他全国関連の中間投入額を推計し

た．具体的には，需要方向は生産額比で，投入

方向は，地域産業連関表から下記の自給割合を

用いて分割して想定した．

自給割合＝自地域供給÷{自地域供給＋移

入（中四国 or他全国）｝

自地域供給＝地域内総需要（中間投入＋最

終需要)─移輸入

(3)粗付加価値額の推計

2007 年大阪府地域間産業連関表（延長表）
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の近畿外の付加価値比率を，中四国，および他

全国の生産額に乗じて推計した．ただし，製造

業部門においては工業統計から把握できる製造

品出荷額と粗付加価値額と給与所得額の比率を

用いて推計した．また一部サービス業について

もサービス業基本調査の経費総額と給与支給総

額を用いて推計した．

(4)最終需要額の推計

2007 年大阪府地域間産業連関表（延長表）

の近畿外の最終需要額に，中四国と他全国の地

域間比率を乗じて推計した．投入側からみた地

域間比率は，生産額の比率と同等と想定した．

需要側から見た地域間比率は，各最終需要部門

に類する各種統計データを用いて算出した．た

だし，データとして最新の 2005 全国及び地域

産業連関表を用いた．

3.4 環境産業分析用 地域間産業連

関表（4地域表）の作成

(1)環境関連データのサーベイ

環境関連部門へ展開した地域間産業連関表の

作成にあたって必要となるデータを以下のよう

にサーベイした．なお対象とする環境対策とし

ては，地方部に典型的に賦存する地域資源とし

て，木質バイオマス燃料の活用による CO2削

減を想定した．

本研究で対象とする地域間（大阪府─中四

国）における木質バイオマス燃料（ペレット，

チップ）の地域間流動状況，中間投入状況を事

業者アンケート，業界団体ヒアリング，各種資

料等より推計し，木質バイオマス燃料の地域間

需給状況を推計した

具体的な推計手順としては，まず各種統計及

び事業者アンケートより，木質チップの 4地域

間（大阪府，他近畿，中四国，他全国）での需

給流動状況（物流ベース）を推計した．次に，

上記で推計した物量ベースの地域間流動量にチ

ップ単価を乗じて，金額ベースに換算した．な

おチップ単価は，事業所アンケート及び業界団

体データを参考に想定した．さらに，上記で推

計した金額ベースの地域間流動量の地域別需要

内訳を，業界団体データを基に推計した．

(2)環境産業部門の組込

以下では，「木質チップ」を例に環境関連部

門の組込手順を示す．

①中間需要への組込

上記(1)で推計したデータを元に，従前の地

域間産業連関表に環境関連部門を組み込んだ．

具体的には，ベースとした 4地域間産業連関表

（大阪府，他近畿，中四国，他全国）の「05パ

ルプ・紙・木製品」部門の下に「木質チップ」

部門を設け，上記で推計した金額ベースの地域

間流動量の地域別需要業種別需要額を中間需要

部分に組込んだ．

②最終需要（地域別）への組込

業界団体ヒアリングより，木質チップはほと

んどが中間需要として消費されている実態であ

ったことから最終需要額には組み込みを行わな

かった．

③輸出入への組込

業界団体ヒアリングより，燃料用木質チップ

に関する地域別の輸入額を把握しているデータ

は存在しないとのことであった．輸出について

は，全国産業連関表（2005 年確報，総務省）

の産出表（基本分類表）の「木材チップ」部門

データから，チップ自体の輸出がほとんど存在

していないことが確認された．また輸入につい

ては，チップ全体としてみると相当量の輸入が

あるが，これはほとんどが紙・パルプ用の原材

料として使用されていると考えられた．また，

業界一般見解として「事業が経済的に成り立つ

ための流通距離が限られており（300km が一

般的な限界）」（再生可能エネルギーの全量買取

りに関するプロジェクトチーム 第 4 回ヒアリ

ング議事要旨より）というような点が指摘され

ている．これらのことから燃料用としての木質

チップの輸出入はないものとして想定した．

④生産額（列計）の推定

木質チップ部門の行合計と一致するように生

産額（列合計）を推定した．

⑤粗付加価値額（地域別）の組込

生産額に 4 地域間表の同種部門（パルプ・
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紙・木製品）における各項目比率を乗じること

で推計した．

⑥中間投入額（地域別）の組込

まず事業者アンケートから産業部門別の技術

投入係数を想定した．ここで，技術投入係数は

地域間の差異はないものとした．（例えば，パ

ルプ・紙・木製品，一般機械で各地域の投入係

数を比較すると概ね一致しており，相関係数で

見ると，パルプ等は大阪とその他近畿間で

0.996，その他近畿と中四国間で 0.994，中四

国間とその他全国間で 0.998 であった．一般機

械についても 0.991 から 0.998 とほぼ投入係数

は等しくなっていた．）なお，事業者アンケー

トの回答額は，商業・運輸マージンを含む購入

者価格と考えられたため，2005 年全国産業連

関表より各部門の商業・運輸マージン係数を想

定し，生産者価格に補正した．

次に，事業者アンケート等から産業別の地域

間交易係数を推定した．交易係数を各地域別に

想定した．需要先データについては，業界団体

ヒアリング等より，需要別割合を想定した．

最後に，上記の結果を組み合わせて，産業別

の地域間投入係数を推定した．また産業別地域

別間中間投入額については，中間需要（＝生産

額−粗付加価値額）に，上記の投入係数を乗ず

ることで中間投入額を算定した．

(3)CO2クレジット創出部門の組込

①中間需要／最終需要（地域別）／輸出入への

組込

創出された CO2クレジットについては，全

量中四国から大阪府へ販売されることを想定し

た．まず中四国における木質バイオマス燃料の

需要額，単価，発熱量，及び木質バイオマス燃

料に代替される化石燃料の単価，発熱量，CO2

排出係数等から，削減される CO2量を計算し，

それに CO2クレジット単価を乗じることで，

中四国で創出される CO2クレジット額を推計

した．次に，大阪府各部門への販売額を，大阪

府の中間需要・最終需要額に応じて想定した．

②生産額（列計）の推定

CO2クレジット創出部門の行計と一致するよ

うに生産額（列計）を推定した．

③中間投入額（地域別）の組み込み

中間投入として，CO2クレジット・サービス

部門からの投入のみを想定した．CO2クレジッ

ト・サービス部門からの投入額は，既存事例等

から CO2クレジット創出額あたりに必要とな

る CO2クレジット・サービス単価を想定し，

中四国で創出される CO2クレジット創出額に

乗じることで推定した．

④粗付加価値額の組み込み

生産額（列計）から，上記③で求めた中間投

入額（CO2クレジット・サービス部門からの投

入額）を差し引いて，粗付加価値額を想定し

た．粗付加価値の各部門への配分については，

活動に類似性があると考えられた「その他の対

事業所サービス部門」と同様の比率で案分し

た．

(4)CO2クレジット・サービス部門の組込

①中間需要／最終需要（地域別）／輸出入への

組込

中四国での CO2クレジット創出部門に対し

てのサービス販売を想定した．販売額は，既存

事例等から CO2クレジット創出額あたりに必

要となる CO2クレジット・サービス単価を想

定し，中四国で創出される CO2クレジット創

出額に乗じることで推定した．

②生産額（列計）の推定

CO2クレジット・サービス部門の行計と一致

するように生産額（列計）を推定した．

③中間投入額（地域別）／粗付加価値額の組み

込み

上記②で求めた生産額を，活動に類似性があ

ると考えられた「その他の対事業所サービス部

門」と同様の比率で中間投入及び粗付加価値の

各部門に案分した．
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4．環境投資・取引による格差是

正シミュレーション分析

4.1 分析手順

拡張された地域間産業連関表において，その

地域別部門別の生産誘発効果は次の式によって

算出される．

X＝[I−(A−M


A＊)]

[(I−M

)F+E]

ここで，X：地域別産業別の生産額ベクトル

A：地域間投入係数行列（ケース別）

M
：輸入係数行列

A＊：地域間投入係数の対角行列

F：最終需要額ベクトル

E：輸出額ベクトル

である．この地域間産業連関表は，競争輸

入・非競争移入の形式であることから，自地域

投入に含まれる輸入分を控除する上記式のモデ

ルとなる．なお，輸入係数は，一般的な産業連

関モデルと同様に「輸入額は域内需要に比例す

る」と仮定し定義される．この均衡産出高モデ

ルにおいて，ケース別に地域間投入係数（投入

係数の対角行列含む）を変化させることによ

り，生産誘発効果を分析することができる．

まず作成した地域間産業連関表を用いて，現

状の中四国地域における木質バイオマス燃料の

生産が自地域および大阪府に対してどの程度の

波及効果をもたらしているかを検証する（ベー

スライン：ケース①）．次に，中四国地域から

大阪府への移出（大阪府にとっては移入需要）

が大幅に増加し，結果として中四国地域におけ

る木質バイオマス燃料の生産額が現状の 2倍程

度になった場合（ケース②）．この背景として

は，地球温暖化の進展等により都市部である大

阪府において CO2削減の必要性が増加し，そ

の結果，中四国から大阪府への木質バイオマス

燃料の移出需要が増加すると考える場合であ

る．そして，ケース③としては，中四国内で化

石燃料に代わるエネルギーの地産地消等の取組

が活発となり，木質バイオマス燃料の域内需要

が増加した状況を想定する．それによって，中

四国地域における木質バイオマス燃料の生産額

が結果的にケース②と同程度になった場合を考

える．最後にケース③ 'として，木質バイオマ

ス燃料の域内需要増による追加的な CO2削減

によって生みだされた CO2クレジットが大阪

府に販売された場合を想定する．これは，中四

国地方がクレジット販売という間接的なサービ

ス移出によって域外マネーを獲得するケースで

ある．この場合，大阪府への CO2クレジット

販売により得られた収入は，一部は CO2クレ

ジット創出部門への投入を行う CO2クレジッ

ト・サービス部門に，残りは CO2クレジット

創出部門の粗付加価値としてバイオマス・エネ

ルギーを活用し CO2クレジットを創出した各

事業者の営業余剰や雇用者所得等に分配される

こととなる．

経済効果の分析のプロセスでは，化石燃料か

らバイオマス燃料への生産シフトや需要シフト

などの投入産出構造の変化によって生じる新た

な投入係数行列と移入係数ベクトルを特定化

し，それを用いて投入産出構造変化後における

逆行列表を作成する．そして，それぞれに対し

て最終需要を与えた場合の生産（誘発）額を求

め，投入構造変化前の額との差を効果としてと

らえる．例えば，中四国から大阪府への木質バ

イオマス燃料需要量が変化した場合を考える．

この場合，木質バイオマス燃料の需要量変化前

後で大阪府の各産業部門への中四国の木質バイ

オマス部門からの投入量が増加，及びそれに代

替される化石燃料の投入量が減少するため投入

係数行列が変化することになる．そこで，この

変化を反映した変化前後の投入係数行列と輸移

入行列を想定し，これらから逆行列を計算す

る．次に，木質バイオマス燃料需要量変化前後

の域内最終需要と移出需要，移入係数などか

ら，域内自給率を考慮した最終需要を想定す

る．これに先に求めておいた逆行列を乗じるこ

とで，需要量変化前後それぞれの生産額を産出

できることになる．この様にして求めたバイオ
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マス需給量に対する生産額の差を経済波及効果

の総額とした．

また，大阪府における中四国からのクレジッ

ト購入は，大阪府にとってサービスの移入に相

当すると考えられる．そのため，それが域外へ

の所得移転を伴い中四国の域外マネーの獲得に

よる所得上昇にとは対称的に大阪府では移入に

よる所得の低下が発現するので，これを考慮し

て効果を計算する．具体的には，CO2クレジッ

ト（販売）を購入する大阪府の各産業において

は，クレジット購入相当分雇用者所得及び営業

余剰が減少するものとする．これは，大阪府内

の各主体が環境対策の一環として，CO2クレジ

ットを購入する際には，営業余剰あるいは雇用

者所得の削減により，その購入資金を捻出する

と想定したためである．

なお，産業連関モデルは基本的には需要主導

型であるので，実際のシミュレーションでは以

下のように対応している．ケース②としては，

中四国から大阪府への木質バイオマス燃料の移

出需要の増加を外生的に与えるわけであるが，

事前シミュレーションによりその程度は結果的

に中四国での木質バイオマス燃料の生産額が現

状の 2倍になるような場合を考える．ケース③

では，木質バイオマス燃料の域内需要が増加し

た結果，中四国での木質バイオマス燃料の生産

額が現状の 2倍になるとする場合であるが，シ

ミュレーションでは外生的に最終需要の増加か

ら導かれた 2倍の生産額を暗黙に考えている．

更に，ケース③において，中四国での木質バ

イオマス燃料の増加に応じ CO2クレジットを

創出し，それを大阪府に移出した場合（ケース

③ '）の 4 つのケースを想定し，現状（ケース

①）から，ケース②，③，③ 'へ変化した場合

の効果を分析する．

シミュレーションでは中四国から大阪府への

移出割合が変化することから，大阪府の地域別

移入係数（地域内モデルだと移入係数）も変わ

ることになる．また需要地域においては，各産

業の石油製品利用が木質バイオマス燃料利用に

置き換わるという代替が生まれることになる．

これに関しては，現状生産量をベースとして木

質バイオマス燃料部門等の環境部門を組み込ん

だ 4地域間表をベースに，各産業の石油製品利

用額に応じて中四国からの木質燃料生産額を割

り振り，各分析ケースの産業連関表を作成する

ことになる．上記の結果，大阪府の各産業にお

いて，四国地域からの投入係数（移入係数）

が，木質燃料および石油製品について変化す

る．このように再推計された各地域間産業連関

表において，各ケースにおいて想定した最終需

要を与えて波及効果を計算する

4.2 分析結果と解釈

4.1 でも述べたが，表 2 は 4 つのシミュレー

ションのケースについて改めて具体的設定値を

表で示したものである．

表 2 のケース①は現状の各地域における中四
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表 2 中四国からの地域別木質バイオマス燃料とCO2クレジット2)の移出・域内需要額

中間需要 最終需要
生産額

大阪府 他近畿 中四国 他全国 小計 大阪府 他近畿 中四国 他全国 小計

ケース

①

バイオマス 30 31 2,827 391 3,278 0 0 216 10 227 3,504

クレジット 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ケース

②

バイオマス 2,958 31 2,827 391 6,206 0 0 216 10 227 6,433

クレジット 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ケース

③

バイオマス 30 31 5,755 391 6,206 0 0 216 10 227 6,433

クレジット 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

ケース

③ʼ

バイオマス 30 31 5,755 391 6,206 0 0 216 10 227 6,433

クレジット 1,996 0 0 0 1,996 0 0 0 0 0 1,996

単位：百万円



国地方から木質バイオマス燃料の需要額を表し

たものである．その状況では，中四国から大阪

府へのバイオマス燃料の移出が 30百万円，中

四国での域内需要が 2,827百万円で，86.2％が

自地域の需要となっている．ケース②は，中四

国から大阪府への移出需要が増加した場合を想

定している．ここでの増加額の与え方として

は，中四国から大阪府への移出額が現状の 100

倍の 2,958百万円になることを想定している．

このとき，中四国のバイオマス生産額は 6,433

百万円となり，現状の 2倍程度となる．これに

対してケース③は内需増加型の設定で，中四国

内のバイオマス燃料の需要が増加した場合を想

定している．生産額がケース②と同程度となる

ような域内需要の額を逆算して，それを外生的

に与えている．このとき，木質バイオマス燃料

の部門別の域内需要は従来の化石燃料の需要割

合に従って増加するものと仮定する．

CO2削減のクレジット化によるサービス移出

の（内生的な）地域間所得格差是正効果を見る

ための想定としては，ケース③の域内需要の増

加によって削減される CO2のクレジット化を

考え，それが大阪府の各産業部門に現状の化石

燃料消費額の割合に応じて販売された場合の設

定をする3)
．これをケース③ 'とする．

以上の 4 つをシミュレーションとして実施

し，それぞれにおいて地域間産業連関表から経

済効果額を算出する．このように与えた結果，

どの様な波及効果が生まれるかについて示した

ものが表 3 である．中四国地域の行動によるも

のなので，そこを中心にシミュレーション結果

の解釈をしていく．

ケース①（現状）からの変化額を見ると，ケ

ース②（移出需要増）では，中四国から大阪府

へのバイオマスの移出需要が増加することで，

中四国の地域全体の付加価値額が 4,056百万円

増加している．また，中四国でのバイオマス関

連の生産増額に対する地域全体での生産額の増

加割合（生産波及倍率）は，1.702（＝6,394

÷ 3,757）百万円となっている．一方，大阪府

では，木質バイオマス燃料を移入した分，化石

燃料関連の生産額が落ち込みを見せ，トータル

でも付加価値額が若干のマイナス（−487百万

円）となっている．

次に，ケース③（域内需要増）をみると，中

四国では付加価値額が 4,426百万円増加してい

るが，他方で代替される化石燃料関連の付加価

値額が減少（−2,398百万円）している．ただ

し，域外資源である化石燃料から地産資源であ

る木質バイオマス燃料に切り替えることで，地

域の他産業への波及による生産増加（＋ 1,003

百万円）が発現することから，ケース②の単純
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表 3 経済波及効果（付加価値額）

ケース①

（現状）

ケース②

（移出需要増）

ケース③

（域内需要増）

ケース③ '

（③＋クレジット移出）

付加価値額
大阪府 地域計 39,360,355 39,359,858 39,360,092 39,357,912

中四国 地域計 39,041,972 39,046,028 39,046,398 39,047,905

ケース①

（現 状）か

らの変化額

大阪府

地域計 −
−487

（−55円/人)

−263

（−30円/人)

−2,444

（−278円/人)

・バイオマス関連 − 0 0 0

・化石燃料関連 − −1,048 −28 −822

・その他 − 556 −240 −1,626

中四国

地域計 −
＋ 4,056

（350円/人)

＋ 4,426

（382円/人)

＋ 5,933

（511円/人)

・バイオマス関連 − ＋ 993 ＋ 1,003 ＋ 1,003

・クレジット関連 − 0 0 ＋ 1,434

・化石燃料関連 − −36 −2,398 −2,396

・その他 − ＋ 3,100 ＋ 5,821 ＋ 5,891

単位：百万円/年



移出の効果に比べると，中四国の地域計では＋

370百万円と若干の付加価値効果が大きくなっ

ている．

ケース③ 'における付加価値増加効果をみる

と，基本的には，ケース③と同様の構造となっ

ているが，クレジット関連の付加価値額が＋

1,434百万円増加していることから，中四国地

域全体でも付加価値額の増加幅が＋ 5,933百万

円大きくなっている．ただし，クレジットを購

入した大阪府では所得の移転から各産業の粗付

加価値率が小さくなることにより，付加価値額

が−2,444百万円程度減少しており，このこと

が内生的な格差是正につながっている．

図 2 において，ケース②〜③ ' を比較する

と，域内循環に加えてクレジット化移出するケ

ース③ 'が中四国にとって最も大きな付加価値

効果をもたらしていることがわかる．

最後に当初示した図 1における実証結果を，

図 3で示している．地方経済におけるバイオマ

ス燃料の生産増加の誘因は国内版 CDM的な考

えに基づいた外部からの投資ではなく自地域の

環境対策等の進展に基づいた域内需要増加とし

ているという違いはあるいが，自地域需要によ

って CO2が約 66,000トン削減され，これをク

レジット化して大都市圏である大阪府に販売す

ることで得る域外マネーから中四国地方の所得

が 5,933百万円増えることとなる．反面，購入

する大阪府の方で移入効果として 2,444百万円

の所得低下なり，これらによって大阪府と中四

国の間の地域間格差は人口あたりで 789円の縮

小がもたらされる．決して大きな額ではない

が，総生産額の 0.1％にも満たない木質燃料の

活用で図れる格差是正の値としては決して小さ

なものではないといえよう．
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図 2 地域経済効果（付加価値額）の比較
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5．おわりに

本研究結果から得られる政策的含意は以下の

通りである．

まず 1点目としては，「都市部と地方部の連

携を促進する仕組みの構築・促進」が挙げられ

る．都市部と地方部では，地域特性の違いから

中心となる環境対策の方向性が異なり，かつ，

両地域は相互補完的に連携することが望まし

い．本研究においては，大阪府と中四国のよう

に都市と地域の連携によって，効果的に経済波

及効果を創出できる可能性があることが見出さ

れた．特に，環境価値（CO2クレジット）によ

る連携は，連携に関する地理的な制約が少な

く，また新たな地域産業・環境産業創出という

観点からも有用である．

次に，「環境財や環境価値（CO2クレジット）

の経済循環が成り立つ事業環境の整備」が挙げ

られる．本研究では，これまでの地域における

環境対策（CO2削減策）の実施における経済効

果に加え，オフセット・クレジット制度を活用

することによる効果を把握できるように，これ

までの地域間産業連関表に新たに環境部門を組

み込んだ．その表を用いて環境資源を活用して

地域で CO2クレジットを創出し，域外（都市

部）と連携した政策のシミュレーションを実施

することで，地域経済への波及効果が増加する

ことを示した．このようなシミュレーション分

析はこれまで見られなかったが，政策面でも，

今後同制度を各地域で積極的に活用していくこ

とで地方部の活性化や格差是正に貢献できる可

能性を示唆していると言える．そして，このよ

うな経済効果が具現化するためには，都市と地

方を結ぶ手段として国内での CO2クレジット

の活用を位置づけたうえで，都市部・地方部双

方における CO2クレジット制度活用を促進し

ていくとともに，CO2クレジット創出事業者

や，CO2クレジット関連サービス（検証，プロ

バイダー等）を担う組織・人材を地域で育てる

ことが重要であり，今後，地域で CO2クレジ

ット制度を活用していくための関連制度設計や

国の支援が必要となることも示唆している．

本研究においては，地方部の地域資源を，都

市部との連携により活用することで，付加価値

の増加という意味での地域経済活性化，雇用者

所得の向上という意味での格差是正，CO2削減

という観点での環境負荷低下に一定の効果が期

待できることがわかった．

残された課題としては，より多種多様な環境

財の取引を表現できるより詳細な財区分・地域

区分に基づいた地域間表の作成・分析方法の検

討，そのための必要となる環境財や CO2クレ

ジットの地域間流動状況に関するデータ把握・

整備等が挙げられる．

〔注〕

1） 本稿は，平成 21 年度から平成 23 年度に実施し

た環境省の公募研究「環境経済の政策研究」にお

ける『環境・地域経済両立型の内生的地域格差是

正と地域雇用創出，その施策実施に関する研究』

（代表者：中村良平）の成果の一部を平成 23 年の

第 22 回大会で報告し，それを再計算も含めて改訂

したものである．

2） クレジット創出額は，以下の式により算定した．

クレジット単価については，クレジット先進地域

であり対外的に取引価格を公表している高知県に

おける取引単価（10,500円）をベースに，オフセ

ット・プロバイダーが介在することによる高付加

価値化により 10％価格が上昇するものとして想定

した．クレジットは，数千円の単価で取引される

ことも多く，ここでの想定は環境先進地域として

の地域ブランド化等によりオフセット・クレジッ

トの価値が最大限認められた場合を想定している．

なお，クレジット創出額の算定式は，クレジット

創出額（1,996百万円）＝クレジット単価（11,550

円/t-CO2)× CO2削減量：約 17.3 万 t-CO2，とな

っている．

3） ここでの CO2削減量は，木質チップ燃料生産及

び需要増加に伴って生じる化石燃料消費の減少と

いう代替効果に伴う CO2削減量としてとらえるこ

とができる．これは木質バイオマス燃料の需要額，

単価，単位発熱量，代替化石燃料（A 重油）の発

熱量あたりの CO2排出原単位より中四国地域で約

100 万㌧，大阪府で約 1万㌧と推計される．
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